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▌1. はじめに

　ここ最近、女子競技の性別検査に遺伝子検査を用いるスポーツ競技団体が増えてきている。2025年7月
にワールドアスレティック（WA）は、世界陸上に出場する女子選手に対して遺伝子検査の受診を義務付け
る新しい競技資格規則を発表した。その翌月には、世界ボクシング（WB）も同様の発表を行い、さらに国
際スキー・スノーボード連盟（FIS）もミラノ・コルティナ2026冬季オリンピック大会の女子カテゴリーで
の出場資格条件として遺伝子検査を導入することを決定した。
　この遺伝子検査は、以前にも導入されたものの一度廃止された経緯がある。2000年のシドニーオリンピッ
クを前にして、遺伝子検査の利用は止められた。四半世紀を経た現在、なぜこれが復活することになったの
であろうか。また、この時の経過とともに、遺伝子検査をめぐる法的環境は大きく変化してきている。本稿
では、このような法環境の変化の中で、遺伝子検査を利用することの法的諸課題について検討する1。

▌2. 遺伝子検査とは何か？

　2025年7月にワールドアスレティックは、世界陸上に出場する女子選手に対して「世界選手権の女子カ
テゴリーに出場したいすべての選手は、生物学的性別を判断する信頼できる仲介役であるSRY遺伝子の一
生に一度の検査を受けることが義務付けられています。これは頬の綿棒検査か血液検査のいずれか、より簡
便な方法で行われます。」との発表を行った。
　遺伝子検査でのサンプル摂取の主な方法としては、血液、唾液、口腔粘膜（綿棒で頬の内側をこする）方
法があるとされている。これらサンプルをもとに行われるのが、遺伝子分析となるが、大きく分けて染色体
分析と、DNAまたはRNA分析がある（オビエド条約追加議定書1条3項）。
　通常、女性はX染色体（XX）を2本、男性はX染色体とY染色体（XY）を1本ずつ持っている。SRY遺伝子は、
Y染色体上にあり、男性生殖腺（精巣）を発達させる過程を開始し、女性の生殖器官（子宮や卵管）の発達を
妨げるとされている。そのため、女性であっても染色体分析によってSRY遺伝子があることで男性化を疑う
ことができるとされ、また、XX染色体の男性であってもSRY遺伝子が残っている場合もあるとされている2。
　WAの女子アスリートカテゴリーは、出場資格規則3.5で定義されており、以下の選手のみがこのカテゴ
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リーで競技できるとされた。
　a. 生物学的な女性。
　b. �世界陸上競技連盟のアンチ・ドーピング規則に基づく治療的使用特例を受けて、男性の性別適合治療の

一環としてテストステロンを使用した生物学的女性
　c. �完全なアンドロゲン不応症を有し、男性の性の発達（いかなるタイプの男性思春期も含む）を経験して

いない生物学的な男性。
　d. �世界陸上競技協会が発行する移行規定を満たす、性発達の違いを持つ生物学的な男性。
　欧米48か国の遺伝子検査に関する法律やガイドライン等の調査した、Vargaらは、各国における遺伝子
検査の定義が様々で、遺伝子検査に関する定義は統一されていないことを明らかにしている3。染色体検査
のみ、DNA検査のみの国もあるようで、検査体制そのものも統一されてはいない。
　また、今日のスポーツ界では遺伝子検査は非常に重要な意味を有している。例えば、アスリートのパフォー
マンス遺伝子を特定したり、反対にけがや病気の発現を予測する遺伝子の特定をしたり、また選手の移籍に
伴う健康状態の確認や保険契約での責任を限定するための検査や、遺伝子ドーピングの検査など様々な目的
で利用されてきている4。
　WA規則では、遺伝子検査を性別判定に利用するだけであるが、その用途は幅広く、経済的価値も高いも
のがあり、遺伝情報の流出や悪用のリスクがあるためその管理には細心の注意を要する。

▌3. なぜ遺伝子検査は廃止されたのか？

　1960年代における性別確認検査では、男性アスリートが女性になりすますのを防ぐ目的で、女性選手に
医師団の前での「裸の行進（裸体検査）」が義務付けられていた。1968年、この悪名高い検査に代わって導
入されたのが、口腔粘膜を使った染色体検査（X染色体など）であった5。しかし、この遺伝子検査も様々な
問題をかかえていた。
　Elsasらは、遺伝子検査が廃止されていった経緯について①診断ミスなどで、被害を受けた女子アスリー
トの存在が明らかになっていったこと、②検査前に「自主棄権」を選択する女性の数が著しく増加したこと、
③1990年に国際陸上競技連盟（IAAF）が性別に関する遺伝的異常のある女性には不当な身体的優位性がな
いとして遺伝子検査の廃止を決定したこと、④1996年4月にローザンヌで開催されたIOC世界女性スポー
ツ会議で遺伝子検査の廃止を求める決議が採択されたことなどを挙げている。そして、もっとも説得的だっ
たのが、遺伝子検査がコストに見合うものではなかったことが明らかになったことであった。1996年のア
トランタ大会で実施された遺伝子検査では、3,387名の女性アスリートのうち8名が陽性反応を示した。こ
のうち7名はアンドロゲン不感受性症候群を有するなど、結果として、陽性反応を示した選手全員が出場を
認められた。結果的に、遺伝子検査は、有効性、財政的コスト、実用性への懸念に加え、多くの選手にトラ
ウマやスティグマをもたらすことなどから、1999年に、国際オリンピック委員会（IOC）は、アスリート委
員会の勧告を受け入れ、2000年シドニー大会において女子選手を対象とした性別スクリーニングを実施し
ない旨の決議を承認した。以後、遺伝子検査は実施されることはなかった。
　そして、四半世紀を経て、なぜ遺伝子検査が復活することになったのであろうか。ワールドアスレティッ
クの新しい競技資格規則は、ジェンダーダイバーシティアスリート作業部会が1年をかけて、ジェンダー多
様性のあるアスリートに関する法律、科学、スポーツ、社会の動向を調査した結果であるとだけ説明されおり、
なぜ、遺伝子検査を復活させたのか説明はない6。選手に向けた問答集では、「SRY検査は極めて正確であり、
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偽陰性・偽陽性のリスクは極めて低い」とだけ述べられている7。WAの遺伝子導入の背景には、DSD規則
をめぐり、セメンヤ選手が提起したヨーロッパ人権裁判所の判決が大きな影を落としているものと考えられ
る8。また、ワールドボクシングの導入の経緯は、2024年パリ・オリンピック大会のボクシング女子で、性
別をめぐる適性資格が問題となった女子選手が金メダルを獲得したことに端を発している。

▌4. 遺伝子検査をとりまく法的ルール

　1997年4月4日に欧州評議会は「生物学・医学の利用に伴う人権と人間の尊厳の保護に関する条約（the 
Convention for the protection of Human Rights and Dignity of the Human Being with regard to 
the Application of Biology and Medicine: Convention on Human Rights and Biomedicine）（通称
オビエド条約）」を制定した。スペインのオビエドで締結されたことから、オビエド条約と呼ばれている。
この条約は医学や生物学の急速な発展の中で、人権及び人間の尊厳を守るための共通の枠組みを提供する目
的で制定された。そして、2008年には、「遺伝子検査によって生成される情報の不適切な利用の可能性に
関する懸念」から、「健康目的の遺伝子検査に関する人権と生物医学に関する条約の追加議定書（Additional 
Protocol to the Convention on Human Rights and Biomedicine, concerning Genetic Testing for 
Health Purposes）（以下、「追加議定書））」が策定された。
　オビエド条約第1条は、「本条約の締約国は、生物学及び医学の応用に関して、すべての人間の尊厳及び
人格を保護し、差別なく、すべての者の身体の完全性その他の権利及び基本的自由の尊重を保障するものと
する。」と述べ、この条約の基本的姿勢を示している。また、第2条は、「人間の利益と福祉は、社会または
科学の単独の利益に優先する」として、人間の優位性を確認している。そのため、遺伝子検査は、「健康目的」
で実施され（追加議定書2条）、科学的妥当性・臨床的妥当性の基準を満たしていなければならないとされる

（追加議定書5条）。そして、検査結果としての遺伝的特徴（heritage）を理由とするあらゆる形態の差別を
禁止し（第11条）、権利侵害や違反行為が発生した場合には、締約国には、「不法な侵害を防止し、又は直ち
に停止させるため、適切な司法上の保護を速やかに提供する」義務が課せられている（第23条）。また、追
加議定書では、「遺伝特性に関する個人や集団に対するスティグマ化を防止する」ことも求められている（3
条2項）。そして、これら違反行為に対しては制裁を科すことも求められている（第25条）。また、「不当な
損害を被った者は、法律で定める条件及び手続に従い、公正な補償を受ける権利を有する」（第24条）とし
て不当な損害に対する補償も定められている。
　このようにオビエド条約は、遺伝子検査は人間の健康を目的としたものでなければならず、検査結果によ
る差別の防止措置、違反行為の制裁、被害の補償といった遺伝子検査のあり方についての重要な枠組みを示
している。オビエド条約は、これまでに29の欧州諸国によって批准されている。その他遺伝子検査に関す
る国際ルールとしては、ヒトゲノムと人権に関する世界宣言（1997年）、ヒト遺伝データに関する国際宣言

（2003年）がある。
　ヨーロッパ諸国では、遺伝子検査に関係する独自の法規制がなされるようになってきた。たとえば、ノル
ウェーではバイオテクノロジー法、スイスではヒト遺伝子分析に関する法、ドイツではヒト遺伝子検査法、
フランスでは生命倫理法が民法典を改正する形で成立している9。これらの国では、遺伝子検査については、
医療目的に限定している。その他の国でも、差別禁止法の形で遺伝子検査を規制している。アメリカでは、
遺伝情報差別禁止法が制定され、雇用主が従業員の遺伝情報を取得することは違法な慣行とされている（202
条）。また、カナダでは、遺伝的差別禁止法が制定され、個人に遺伝検査を受けることを商品やサービスの提供、
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契約の締結、継続に義務付けたり、遺伝子検査結果を開示したりすることを条件とすることを禁止している
（3条）。選手が競技会に参加するために遺伝子検査を受けることは同法に反することになる。わが国では、「ゲ
ノム医療推進法」）」が令和5年6 月16日に施行されたが、遺伝子検査の利用目的に関する制約はない。ゲ
ノム医療推進法では、「個人のゲノム情報による不当な差別その他当該ゲノム情報の利用が拡大されること
により生じ得る課題への適切な対応を確保するため、必要な施策を講ずるものとする。」と述べるにとどまる。
以下、オビエド条約の枠組みにおいて法的に問題となる障壁を検討する。

（1）遺伝子検査の目的
　前述のように、オビエド条約及び追加議定書では、遺伝子検査は「健康目的」で実施することが定められ
ている。また、遺伝子検査の「臨床的有用性」が「検査を提供するか否かを決定する上で不可欠な基準」（追
加議定書6条）であるとされている。また、先述したように医療目的外の遺伝子検査を禁止している。例えば、
ノルウェーのバイオテクノロジー法では、医療・介護サービス以外の分野における遺伝子情報の利用を禁止
している（5条の8）。
　では、スポーツ競技団体が実施する、遺伝子検査は認められるのであろうか。「競技の公平性」や「不当な
優位性のない競技環境」といったスポーツ競技団体が行う遺伝子検査の目的では、オビエド条約の枠組みで
は、遺伝子検査の実施は、到底認められないことになる。また、国によっては、そのような遺伝子検査は違
法な行為と判断される。そのため、遺伝子検査を禁止する国の選手たちは、自国以外の遺伝子検査の制約の
ない国で検査を行うことになる。見方を変えれば、スポーツ競技団体は、選手に対して脱法行為を勧めてい
ることになる。

（2）遺伝子検査の実施方法
　遺伝子検査の実施方法については、ＷＡ、ＷＢでも特に詳細な規定は設けられていない。ＷＡ規則では、
選手個人の責任で検査を行うことが前提とされており、また、WBでは、各国の連盟の責任で遺伝子検査が
実施されることが定められているが、具体的な検査の実施方法については不明である。
　オビエド条約では、遺伝子検査は、個別化された医学的監督下（medical supervision）でのみ実施され
るものとするとされている（追加議定書7条）。遺伝子検査のリスクの1つが、遺伝子検査結果による本人へ
の多大な心理的な影響である。女子選手は、これまで自分が女性だと思って生きてきた「性」が検査の結果、
突如として否定されるわけである。Wiesemannは、「実際、女性アスリートは自身の染色体状態を知り打
ちのめされる。運動継続不能、羞恥心、抑うつ、自殺企図が続発する」10とその深刻な状況を示唆している。
　オビエド条約では、遺伝性疾患を予測する検査については適切な遺伝カウンセリングの提供を遺伝子検査
の条件としている（第12条）。そのため、「遺伝子検査が予定される場合、関係者は、特に検査の目的と性質、
及びその結果の影響について、事前に適切な情報を提供されなければならない」として事前のカウンセリン
グが必要となる。そして、遺伝カウンセリングは、1回で終了するものではなく、「遺伝学的検査とそれに
基づく診断の前後だけでなく，病状の変化，就学・就労・結婚・挙児等のライフイベントに伴って患者や家
族に⽣じうる影響への⽀援を⽬的に，継続的に反復して実施されうる」ものとされる。すなわち、遺伝カウ
ンセリングは，インフォームド・コンセント（IC）とは独⽴した⽀援とされ、「IC は診療⾏為（検査・治療）実
施のための同意として対象者から与えられるものであり，IC 取得のプロセスは主として情報提供と同意の
⽂書化を⽬的とする。⼀⽅の遺伝カウンセリングは「クライエントに⽣じうる影響に対して，⾃分達⾃⾝で
対処できるようになることを⽬的としたプロセスである」とされる。また、遺伝子検査は、場合によっては、
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本人だけでなく、家族にも医学的・心理的・社会的影響を及ぼすとされ、本人のみならず家族への遺伝カウ
ンセリングの必要性も考慮する必要がある11。
　検査自体は簡便に行うことができたとしても、性別判定によってショックを受けた選手のその後のフォ
ローアップを含めた、その後の選手や家族のケアの提供などの責任が遺伝子検査を求める競技団体には発生
するとされている12。
　もっとも現実問題として、世界規模で遺伝カウンセリングを提供することは、その費用負担も含めて、実
現可能といえるのか。また、遺伝子検査を簡便な方法とTukerらは位置づけているが、陽性反応後には、
陰核肥大の評価、外性器構造の対称性、乳房発達の有無、性毛の広がりなどを確認する臨床検査が行われる
必要があり、スティグマを伴う検査には変わりないとされる13。

（3）未成年者に対する遺伝子検査
　ワールドボクシングは、遺伝子検査の対象を18歳以上の選手からとしているが、ワールドアスレティッ
クでは特に年齢に関する記載はない。未成年者に対する遺伝子検査はどのように考えるべきであろうか。
　Tukerらは、選手に対するトラウマやスティグマ化の危険性を避けるために選手は早期に検査を受ける必
要があると主張している。例えば、「公認競技会に女性カテゴリーで初めて登録した時点、あるいは世界的
な注目を浴びる前に実施すべきである。これにより、個人が標的にされたり、望まない公的な監視が繰り返
される事態を防げる。」14と述べている。
　オビエド条約の場合、医療行為を前提とした遺伝子検査を想定しているため、未成年者への遺伝子検査の
禁止を明記はしていないが、医療目的ではない遺伝子検査を未成年者に行うこと自体を想定していないため、
検査自体が違法なものと考えられる。例えば、ノルウェーのバイオテクノロジー法は、「（医療目的ではない）
遺伝子検査は、16歳未満の子どもに対して実施してはならない。」と明記している。
　かつてIOCが導入した遺伝子検査において、検査を受ける前に「自主棄権」をする女性たちが増加したこ
とが伝えられている15。そして、未成年者への検査が導入されれば、子どもたちは、早い段階からスポーツ
競技への参加を永久に断念することになる。これは、スポーツ基本法をはじめオリンピック憲章などの理念
に反し、多くの子どもたちのスポーツ権を奪うことにもつながっていくと考えられる。子どもたちが早い段
階で自己の性別を否定されることの精神的ダメージは計り知れないものがある 16。未成年者に対する遺伝子
検査は避けるべきである。実施する場合でも少なくとも継続的な遺伝カウンセリング及びそれに伴うケアの
提供が必要不可欠であろう17。

▌5. 遺伝情報と個人情報保護法

　遺伝子検査で取得された遺伝情報は、わが国の個人情報保護法ではどのように取り扱われることになるの
か。個人情報保護法では、個人情報は「個人情報」と「要配慮個人情報」と分類される。「要配慮個人情報」とは、
不当な差別や偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとされ、「要配慮個
人情報」には、「人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実」などが該当する
とされる（第2条3項）。個人情報保護法ガイドラインでは、遺伝子検査の結果も「要配慮個人情報」に該当
するとしている18。従って、遺伝情報を取得するスポーツ競技団体は、「不当な差別や偏見その他の不利益
が生じないように」特別な配慮をしなければならないことになる。
　この要配慮個人情報の取得については、個人情報保護法20条2項は、「本人の同意を得ないで、要配慮個
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人情報を取得してはならない」としている。そのため、スポーツ競技団体は、遺伝子検査に際しては、事前
に本人の同意を得る必要があり、実際、世界陸連や世界ボクシング連盟も事前の同意を要件としている。
　しかし、ここで問題となるのは、選手本人の「同意」のあり方である。すなわち、選手にとっては、オリンピッ
クや世界大会に出場するためには、遺伝子検査を受けざるを得ないわけで、受けないという選択肢は事実上、
考えられない19。そのため、遺伝子検査に対する同意は、真の同意といえるのであろうか。この点に関して、
菰口教授の示唆的な見解がある。
　「労使関係においては、重要な労働条件の変更に「真摯な同意」（当該同意が自由な意思に基づいてされた
ものと認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在する場合）を要件とする考え方が定着しつつあり、遺伝
情報を含む健康情報は要保護性の高いプライバシーであることに鑑み、個人情報保護法20条2項の「同意」
にも同様の要件が必要であるとの考え方もありうるかもしれない。」20

　すなわち、同意には二重の意味が存在している。遺伝情報の取得に関しての「同意」と遺伝子検査を受け
る際の「同意」が存在し、双方ともに「真摯な同意」が求められる。
　判例（最二小判平成28年2月19日（山梨県民信用組合事件）民集70巻2号123頁）は、「使用者が提示し
た労働条件の変更が賃金や退職金に関するものである場合には，当該変更を受け入れる旨の労働者の行為が
あるとしても，労働者が使用者に使用されてその指揮命令に服すべき立場に置かれており，自らの意思決定
の基礎となる情報を収集する能力にも限界があることに照らせば，当該行為をもって直ちに労働者の同意が
あったものとみるのは相当でなく，当該変更に対する労働者の同意の有無についての判断は慎重にされるべ
きである。そうすると，就業規則に定められた賃金や退職金に関する労働条件の変更に対する労働者の同意
の有無については，当該変更を受け入れる旨の労働者の行為の有無だけでなく，当該変更により労働者にも
たらされる不利益の内容及び程度，労働者により当該行為がされるに至った経緯及びその態様，当該行為に
先立つ労働者への情報提供又は説明の内容等に照らして，当該行為が労働者の自由な意思に基づいてされた
ものと認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在するか否かという観点からも，判断されるべきものと解
するのが相当である」とするものがある。交渉能力において対等な関係にない選手が遺伝子検査を強いられ
る際の意思表示は真の「同意」とみることはできないと判断する余地もあるかもしれない。
　セメンヤ事件で、欧州人権裁判所は、「スポーツ統治モデルのピラミッド型階層構造と、それにより生じ
る最下層の選手と最上層の国際スポーツ連盟（ISF）との構造的不均衡が、選手を脆弱な立場に置く環境を形
成する」（para.200）21と指摘している。強制的な遺伝子検査については、選手の同意の真正性については
問題視される可能性もある22。
　また、わが国のスポーツ競技団体の多くは公益法人であるものの民間の団体であり、遺伝情報という機微
情報を自由に収集してよいものなのであろうか。
　東京都は、「個人情報の保護に関する条例」において「思想、信教及び信条に関する個人情報並びに社会的
差別の原因となる個人情報については、収集してはならない」（4条2項）としており、要保護情報の収集に
歯止めをかけている。また、企業に関しては、採用選考時に応募者の遺伝情報の提出については、原則とし
て、収集してはならないこととされており、遺伝情報は、「社会的差別の原因となるおそれのある事項」に含
まれている。違反した場合には、職業安定法第65条第8号の規定により、罰則の対象とされている23。また、
労働安全衛生法104条は、「事業者は、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置の実施に関し、労
働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用するに当たっては、労働者の健康の確保に必要
な範囲内で労働者の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及
び使用しなければならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでな
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い。」と定めている。従って、労働者の健康の確保に必要な範囲内でしか要保護情報の取得はできないのが
原則である。これは、スポーツ競技団体についても同じことが言えるのではないだろうか。競技団体と選手
と間には労使関係は存在しないものの、競技団体は、スポーツ競技大会という事業を運営する事業体である
以上、同条の趣旨を鑑みて、一定の制約を受けるべきであろう。すなわち、「選手の同意」を根拠に無制限に
遺伝情報を取得することができると解することには限界があろう。競技団体が行う情報取得の目的として「選
手の健康の確保」は、1つの指針と考えられる。このような考え方は、オビエド条約の「目的」要件にも合致
している。
　もう1つの懸念事項は、遺伝子検査が実施され、要保護情報としての遺伝情報がどのように保管されてい
くのであろうか。WAでは、「（検査結果については）選手自身が保持すべきである。ワールドアスレティッ
クス医療マネージャーからの要請を受けた選手のみが、当該マネージャーが作成した安全な暗号化プラット
フォームに検査結果をアップロードする。検査結果は医療マネージャーのみがアクセス・閲覧可能である。」24 

とされている。WA規則では、検査結果を選手が保管することが前提となっている。そして、この情報を医
療マネージャーのみが閲覧可能となっているが、どの範囲の関係者に検査結果の情報が共有されるのか不明
である。特に、オリンピックやワールドカップのような大会は実行委員会形式で大会が運営され、大会終了
とともに当該委員会は解散する。このような中での情報管理のあり方についても検討が必要と言える。また、
国際競技連盟への情報共有は、「海外の第三者への情報提供」に該当するため、注意を要することになる。一方、
WBでは、国内の連盟が検査実施の責任を負い、WBの医療専門家に提出されることになっている。そして、

「性別認定および性別検証記録は、資格認定の目的のみにおいては機密扱いとせず、医療記録とはみなさない。
選手は、世界ボクシング機構またはその加盟国連盟が公認・認可・実施する競技会に出場するため、性別認定・
検証記録を機密扱いとしない旨の書面による同意を提出しなければならない」（WB性別ポリシー 5.1.7）と
されている。この機密扱いしないとは何を意味しているのであろうか。選手の同意があったとしてもスティ
グマ化しやすい遺伝情報の取り扱いについては注意を要するといえる。また、両団体とも「選手は生涯に一
度だけ検査を受ける必要があります」と謳っているが、このような機微情報を長期間にわたりどのように保
管していくのか、明確な指針は示されていない。

▌6. 小括

　IOCが遺伝子検査の廃止を決めてから、四半世紀の間、各国の法的状況は大きく変化してきたといえる。
これまでみてきたように、オビエド条約の枠組みでは、様々な法的な制約が存在する。女子選手の性別検査
という目的では遺伝子検査は実施できないため、遺伝子検査の規制のない国で遺伝子検査を実施していくこ
とになる。遺伝子検査規制のある国の選手には国外検査という過度な負担を選手に強いるだけではなく、そ
れ以上に脱法行為を求めることになる 25。また、遺伝子検査を採用するスポーツ競技団体も各国の法の網を
かい潜りながら、検査を実施していくことになる。
　また、遺伝子検査を実施したとしても、これまでのように単に綿棒で頬の内側をこすって終わりというわ
けにはいかない。各国での包括的な検査実施体制の整備が求められる。すなわち、検査の前後で遺伝カウン
セリングを行い、陽性反応の出た選手にはケアを含めた継続的なサポート体制の提供が求められている。そ
して、競技団体には、検査実施による「不当な差別や偏見その他の不利益が生じないように」、被害の防止
や補償の責任が生じる。
　世界陸上2025が日本で開催され、成功裏に終わったことは喜ぶべきことではあるが、その一方で、わが
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国で遺伝子検査が実施されたことの意味を今一度、考える必要がある。日本医師会と日本医学会は、「遺伝
情報・ゲノム情報による不当な差別や社会的不利益の防止」についての共同声明（2022年）の中で、「我が国
の社会環境の整備としては、個人情報の取得や第三者提供に本人同意の取得を求めるという個人情報保護法
による対応のみに留まっており、不当な差別や社会的不利益の防止については、法律あるいは自主ルールの
いずれの形でも定められていません。」として、スポーツ競遺伝情報・ゲノム情報による不当な差別や社会的
不利益を防止するための法的整備を早急に行うことを求めている。性別判定の遺伝子検査が行えるという現
状を果たして喜ぶべきことなのか、今一度、再考する時期がきているのではないだろうか。
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